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平成３０年度 部局自己評価報告書 （14：環境科学研究科） 

 
Ⅱ 特筆すべき取組 ／全学の第３期中期目標・中期計画への取組 

 

【平成 28年度取組】 

28-1．科研費 特別推進研究「地殻エネルギー・フロンティアの科学と技術」（中期計画番号

No.○19 E A, A○20 E A, 21, 22, 23, A○25 E A, 27, 28） 

土屋範芳教授を研究代表者とする本研究は、従来型地熱の開発対象領域である脆性環境

を通り越した、その向こう側にあるより熱エネルギー環境が高い(400～500℃以上の)延性

領域の開発を目的とした研究である。いままでこの環境では流体の流路となるき裂は乏し

いと考えられていたが、さまざまな地域の地質調査から、脆性領域を越える環境でも岩石

破壊や流体流動が確保できる可能性が観察されている。すなわち地殻エネルギーのフロン

ティアは、岩石と化学的相互作用ならびに誘発地震などの物理プロセスからも、 400℃以

上の高温地殻であり、ここが将来の地熱開発のターゲットとなりうることが明らかとなっ

た。 超臨界地熱資源の開発対象は大きく分けて 2つある。一つは鮮新世から更新世にかけ

ての火山フロントとそこに形成されたカルデラ群であり、もう一つは，現世の火山前線周

辺の有望地域である。現世の有望地域は、火山前線とホットフィンガーの交差地点が最も

確からしく、北から、八甲田地域、八幡平地域、栗駒地域、蔵王地域、および磐梯山地域

に分けられる（図１）。これらの地域の超臨界地熱資源の類型化を行い、高温島弧の地熱資

源および地熱有望地域を、即効性 (promising) 、蓋然性  (probability)、可能性

(possibility)、発展性(potentiality)という４つの概念を用いて整理、評価した。高温島

弧の地熱熱構造と地熱流体解析のデータの解析技術を開発し、地熱資源と開発可能性の定

量的評価方法を提案することができた。超臨界地熱資源の賦存可能性を明確に示すととも

にその類型化を行い、今後の開発研究への指針を与えた。  

 

28-2．環境や健康に関わる諸問題のリスクの定量的解析（中期計画番号 No.A○19 E A, A○20 E A, 21, A○22 E

A, 23, 25, 27, 28） 

環境省環境研究総合推進事業等において、新規化学物質の環境リスク評価および環境基

準の制定に関する中核機関として、駒井武教授を研究代表者として研究を遂行している。

平成 28 年度および平成 29 年度では、発ガン性物質である 1,4-ジオキサンの環境動態の解

明に基づいた土壌調査法の開発に関する研究を進め、各種土壌中の当該物質の挙動および

有効な調査法を検討し、土壌汚染対策に必要な基礎資料を作成した（図２）。その結果を中

央環境審議会に提示して、新たな環境基準の制定に向けた検討が進められている。また、

豊洲市場の土壌汚染問題等を対象として、ベンゼンや水銀等の揮発性化学物質の環境リス

ク評価の実践研究を行った（図３：毎日新聞に記事掲載）。一連の研究成果は国際誌論文や

国際研究集会等を通じて情報発信を実施している。 

 

28-3．NEDO 固体酸化物形燃料電池の耐久性迅速評価方法に関する基礎研究（中期計画番号

No. A○19 E A, A○20 E A, 21, 22, A○23 E A, 25, 27, 28） 

本年度において，複数の燃料電池実用化技術開発並びに利用の高度化に資する NEDO(新エ

ネルギー・産業技術開発機構）委託事業が行われた。「固体酸化物形燃料電池等実用化推進

技術開発／固体酸化物形燃料電池の耐久性迅速評価方法に関する基礎研究：川田達也教授」

では、高効率、高耐久性の固体酸化物形燃料電池(Solid Oxide Fuel Cell: SOFC)の実現に

向けて、特に燃料電池内部のセル構造体の解析と、シミュレーションを用いた迅速評価法

の確立を目指した研究を行った。研究成果を、国際誌論文や学会等を通じて発表を行った。 

 

28-4．燃料電池に関する NEDO 委託事業の継続（中期計画番号 No.A○19 E A, A○20 E A, 21, 22, A○23 E A, 25, 

27, 28） 
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「固体高分子形燃料電池利用高度化技術開発事業／普及拡大化基盤技術開発／先進低白

金化技術開発：和田山智正教授」は、固体高分子形燃料電池電極触媒開発を念頭においた

白金基合金ナノ構造のドライブプロセス合成と酸化還元反応の特性評価に関する研究であ

る。本研究で検討された白金―窒素―コバルト（Pt-N-Co）ナノ粒子は、市販の白金／炭素

（Pt/C）触媒より高活性で、かつ高い耐久性を持った触媒であることを明らかにした。ま

た白金―イリジウム（Pt-Ir）系モデル単結晶合金が、酸化還元反応活性と耐久性に優れた

合金系として有望であることが明らかとなった。研究成果を、国際誌論文や学会等を通じ

て発表を行った。 

 

28-5．JST-RISTEX 戦略的創造研究推進事業「未来の暮らし方を育む泉の創造」（中期計画番

号 No.19, 20, 21, 22, 23, 25, 28, A○35 E A, A○36 E A, A○81 E A） 

平成 27年 10月に、ライフスタイル変革の実証に関する新たな研究として、「未来の暮ら

し方を育む泉の創造」プロジェクト（研究代表者 古川柳蔵准教授）が、JST-RISTEX のプ

ロジェクトとして採択された。本プロジェクトは将来の環境制約を踏まえたバックキャス

ト思考及び９０歳ヒアリング手法を用いて、地域独自の心豊かなライフスタイルを創出す

る基盤を構築することを目的としている。本年度は、研究を進めるにあたって、モデル地

区を含めた各協力自治体に、「未来の暮らし方を育む泉の創造 研究室」なる古川研究室分

室を、秋田市、北上市、豊岡市、志摩市、沖永良部島（和泊町、知名町）に設置した（図

４）。 

秋田市では、市職員を塾生とした「未来の暮らし創造塾」を開設し、バックキャスト手

法により「未来の秋田における心豊かな暮らし」を描き、実現に向けた事業立案を行った。 

北上市では、民間セクターワーキングを設置し、展勝地にかかわる 10名の民間セクター

の人々とともに、展勝地における心豊かなライフスタイルのデザインを行った。 

豊岡市では、中筋地区を中心に、地元の子供たちが地元産の野菜を食べる暮らし方の一

つの提案として、ジャガイモや玉ねぎの雪室保存技術を導入し、また給食センターに野菜

を供給できる体制を構築した。平成 28 年 10 月 29 日には、「未来の暮らし方を育む泉の創

造シンポジウム in 豊岡」を開催し、中筋地区の取り組みを発表した。 

平成 28年 6 月に志摩市との間で、地方創生とライフスタイル変革プロジェクトの実施に

関する協定書を締結し、地方創生の総合戦略と連携していくライフスタイル変革プロジェ

クトが開始された。志摩市の職員から構成される職員 WG とモデル地区として選定された波

切地区の民間 WG を設置し、地域において 90 歳ヒアリングを実施するとともに、バックキ

ャストによるライフスタイルデザインを実施した。また 10 月 7 日に「名水サミット in 志

摩」が開催され、志摩市にある天の岩戸から流れる水を舞台に、90 歳ヒアリングを実施し、

昔の暮らしの中でこの名水がどのような位置づけにあり、今、どのような関係を築いてい

るのか、古川教授がパネルディスカッションでファシリテータを担当し、議論を展開させ

た。 

沖永良部島では、平成 28年 9月 3、4日の両日に、「未来の暮らし方を育む泉の創造シン

ポジウム in 沖永良部島」を開催し、島内外の参加者と未来の暮らし方の具体的な議論を分

科会に分かれて実施した。 

以上の研究は新聞記事として多数掲載され、またテレビや雑誌などでも紹介されている。 
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図１ 沈み込み帯の断面（右）と東北地方の超臨界地熱資源の有望地域(左）（28-1） 

 

 

 

図２ 1,4‐ジオキサンの環境動態の把握に基づいた土壌調査法の開発（28-2） 
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図３ 平成 30 年 3月 20 日の毎日新聞に掲載された記事（28-2） 

 

 

 

図４ 披露された沖永良部島分室の看板（看板の左側に立つ人物が古川柳蔵准教授、看板の右

側に立つ人物は平安正盛町長）（28-5） 
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【平成 29年度取組】 

29-1．NEDO 超臨界地熱資源量評価研究（中期計画番号 No. A○19 E A, A○20 E A, 21, A○22 E A, 23, 25, 27, 28） 

NEDO の未来開拓推進事業において、超臨界地熱資源量評価に関する研究を行う国内研究

グループの中核機関として、土屋範芳教授を代表とした研究を遂行し、東北地方に賦存す

る超臨界地熱資源の特性、開発方法、経済性について検討を行い、十分な資源量と経済性

があることを明らかにした（図５）。現在、世界では、アイスランド、イタリア、アメリカ

合衆国において、深部地熱探査のための先進掘削が行われており、平成 30年 3月には仙台

で国際ワークショップを開催し、情報交換を行った。 

 

29-2．NEDO 固体酸化物形燃料電池の耐久性迅速評価方法に関する基礎研究（中期計画番号

No. A○19 E A, A○20 E A, 21, 22, A○23 E A, 25, 27, 28） 

 NEDO の委託事業「固体酸化物形燃料電池等実用化推進技術開発／固体酸化物形燃料電池

の耐久性迅速評価方法に関する基礎研究」において、川田達也教授が、プロジェクトに参

加する大学・研究機関からなる基盤コンソーシアムをとりまとめるとともに、学内の複数

の部局の教員と連携して研究を進め、燃料電池の中心部であるセル・スタックに生じる応

力や変形を実験とシミュレーションによって評価する手法を提案し、メーカーの開発を支

援した（図６）。 

固体酸化物形燃料電池(Solid Oxide Fuel Cell: SOFC)は、家庭用・事業用等の比較的小

さなシステムで最先端の大規模火力発電に匹敵する高効率(>60%LHV)を達成できることか

ら自然エネルギーを補完する電源として期待され、世界各地で開発が進められている。平

成 29 年 7月には、米国フロリダ州で第 15回 SOFC国際シンポジウムを開催し、約 400件の

口頭・ポスター発表を得て情報交換を行った。 

 

29-3．NEDO 先進低白金化技術開発（中期計画番号 No. A○19 E A, A○20 E A, 21, 22, A○23 E A, 25, 27, 28） 

 NEDO「固体高分子形燃料電池利用高度化技術開発事業／普及拡大化基盤技術開発／先進

低白金化技術開発」プロジェクトに、和田山智正教授が参画している。次世代燃料電池自

動車用高性能触媒開発が世界規模で精力的に行われているが、当該参画プロジェクトでは

実用条件下における耐久性を考慮した新規コアシェル触媒開発に重きを置いており、東北

大グループではコアおよび中間層に関する原子レベルの開発設計指針の提言を目指した基

礎研究を担当している（図７)。この間、特許出願や Spring-8 を利用した共同研究を実施

し、他にはない新しい知見を得るとともに、「みやぎ県政だより」H29 年度 9・10 月号にお

いて“水素社会の実現を目指して”と題した情報発信を行った（図８）。 

 

29-4．JST 未来社会創造事業「ハロゲン循環による材料の高資源化プロセスの開発に関する研

究」（中期計画番号 No.A○19 E A, A○20 E A, 21, A○22 E A, 23, 25, 27, 28） 

JST未来社会創造事業において、ハロゲン循環による材料の高資源化プロセスの開発に関

する研究（研究代表者 吉岡敏明教授）が採択され、29 年度は探索研究として 31年度以降

の本格研究に向けた準備を学内研究者 7名と国内企業 5 社でスタートさせた（図９）。探索

研究期間においては特にリサイクル関係企業のみならず製造企業の参画も準備しており、

要素基盤技術の実用化を行っている。平成 30年 7月には本学においてリサイクル関係学会

の中で特別シンポジウムを開催した。 

 

29-5．JST-RISTEX 戦略的創造研究推進事業「未来の暮らし方を育む泉の創造」（中期計画番号

No.19, 20, 21, 22, 23, 25, 28, A○35 E A, A○36 E A, A○81 E A） 

JST-RISTEX戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）「持続可能な多世代共創社会の
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デザイン」研究開発領域の研究開発プロジェクト「未来の暮らし方を育む泉の創造」（研究

代表者 古川柳蔵准教授）において、北上市、豊岡市、沖永良部島、伊勢志摩地域と共同

で、戦前の暮らしから学ぶ 90 歳ヒアリング手法及びバックキャストによるライフスタイル

デザイン手法を用いて、未来の心豊かなライフスタイルをデザインし、その実現に必要な

事業、ビジネス、施策を検討し、新しいライフスタイルの体験会が開催され、住民を巻き

込んだ活動へと広がり、新事業が開始されるなど、ライフスタイル変革の初動の手法論の

骨格が完成した（図１０）。研究協力者として、各自治体で実施しているワーキンググルー

プ等のメンバーは総勢 210 名にのぼり、数多くの地域の人々と連携してプロジェクトを進

めることができた。研究成果は、講演 7 件、新聞テレビ報道で 37 件など広く一般市民への

普及に努め、学術的には合計 3 件の査読付き論文と学会発表 6 件で成果を公表した。ユニ

セフ、ユネスコ等の国際機関に対しても手法の独自性が評価された。他地域において「う

ちも同じように実施してほしい」という声も多数あり、各地域へ本手法は拡大している。 
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図５ 科研費特別推進研究「地殻エネルギー・フロンティアの科学と技術」超臨界地熱発電と

その地質学的モデル（29-1） 

 

 

図６ NEDO 固体酸化物形燃料電池の耐久性迅速評価方法に関する基礎研究（29-2） 
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図７ NEDO 先進低白金化技術開発の概要と成果（29-3） 

 

 

 

図８ “水素社会の実現を目指して”「みやぎ県政だより」９・１０月号に掲載（29-3） 
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図９ JST 未来社会創造事業「ハロゲン循環による材料の高資源化プロセスの開発に関する研究」

概要と達成を目指す POC（概念実証）（29-4） 
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図１０ JST-RISTEX戦略的創造研究推進事業「未来の暮らし方を育む泉の創造」（29-5） 

 


